



















































組　合　名 所　在　地 設立年月日 事業開始年月日 病院事業開始年月日
購買利用組合東青病院 青森市大字寺町 39 1928 年 5 月 23 日 28 年 9 月 12 日 31 年 5 月 1 日 a
利用購買組合厚生病院 東伯郡倉吉町大字越殿町 1408 1928 年 12 月 28 日 b 29 年 7 月 22 日 c 30 年 7 月 1 日 c
































































































































表 2　倉吉町及び周辺地域の産業組合（1923 年 12 月現在，55 年までに倉吉市に合併された地域）
組　合　名 事務所所在地 設立年月日 組合員数（人） 払込済出資金（円）
米田信用組合 上灘村大字米田 04 年 8 月 11 日 50 851
倉吉信用組合 倉吉町大字明治町 12 年 1 月 26 日 634 43 ,571
上灘信用購買組合 上灘村大字下田中 09 年 4 月 20 日 311 4 ,955
高城信用購買組合 高城村大字上福田 10 年 2 月 17 日 287 6 ,340
灘手信用購買組合 灘手村大字尾原 10 年 5 月 11 日 366 4 ,856
北谷信用購買組合 北谷村大字福富 10 年 4 月 8 日 202 3 ,200
山田信用購買組合 上郷村大字山田 10 年 11 月 19 日 47 280
日下信用購買組合 日下村大字神庭 10 年 2 月 17 日 162 1 ,614
上米積信用購買組合 高城村大字上米積 22 年 7 月 26 日 50 546
伯東信用購買販売組合 倉吉町大字湊町 20 年 8 月 26 日 633 10 ,122
上小鴨信用購買販売組合 上小鴨村大字上古川 04 年 6 月 4 日 504 6 ,439
社信用購買販売組合 社村大字国分寺 03 年 6 月 18 日 361 5 ,287
西郷信用購買販売生産組合 西郷村大字八尾 10 年 3 月 24 日 367 10 ,420
上北条信用購買販売生産組合 上北条村大字下神 15 年 12 月 11 日 324 5 ,112
小鴨信用購買利用組合 小鴨村大字中河原 08 年 12 月 1 日 325 5 ,080
倉吉購買組合 倉吉町大字仲町 19 年 10 月 22 日 368 4 ,013
販売組合倉吉農業倉庫 倉吉町 19 年 8 月 7 日 59 2 ,150
注）1923年末現在，東伯郡には，信購組合連合会 1 を除き，信用組合 4，信購組合22，信販組合 1，購販組合 1，信購販組合































































組　合　名 組合長 出資額（円） 組合員数（人）
（倉吉町）伯東信講販利 酒井徹次 38 ,180 860
　　　　倉吉信用 小川貞一 110 ,460 1 ,460
　　　　米田信用 酒井虎蔵 1,740 52
　　　　倉吉農業倉庫 西谷金藏 10 ,000 55
　　　　利用厚生病院 小川貞一 108 ,040 4 ,126
　　　　倉吉住宅利用 倉繁良逸 14 ,200 7




















































































































小川貞一 107 .3 1 , 689 実業家（小川合名会社），県連会長，県会議員（政友会）→貴族院議員（憲政会）a，教育振興。
設立委員 郡内産業組合長（28 年 3 年 12 日郡部会総会）
及び産業組合長を兼ねない町村長（28 年 10 月 28 日創立委員総会）




































































































が20円であれば 2 円，30円であれば 3 円とす
る「設立方針」であったという［28/8/15］。実際











































































　 2 ． 郡医師会による「反医療利用組合」運動
とその後の和解・提携関係









































































































































































































表 5　日本農民組合と全日本農民組合との合同（28 年 5 月）前の組織状況
地　区　別 支部数 日　農 全日農 脱　退
八頭郡 12 10 1 1
岩美郡 17 11 5 1
気高郡 6 5 1 0
東伯郡 44 18 25 2
西伯郡汗入地区 23 22 1 0
西伯郡箕蚊屋地区 19 18 1 0
西伯郡南部地区 16 2 14 0
西伯郡中央及弓浜地区 11 8 3 0
日野郡 6 5 0 1




















合会は27年から 7 ヶ年の小作料を平均 3 割 5
分減することを要求した。これに対して，土地





















































































庁，1932］）。そして，30 年 7 月 1 日より内科・



























































































（千円）延人数 利用料（千円） 延人数 利用料（千円）
1929 2 ,881 33  5  3 ,509  8   9   9
1930 3 ,104 48 55  9 ,806 19  3 ,021  9  29  31 △ 2 　
1931 3 ,445 55 53 12 ,873 25  8 ,415 25  50  46 4
1932 3 ,725 62 49 15 ,525 24  8 ,550 27  52  48 4
1933 4 ,126 67 44 26 ,004 30 11 ,143 29  59  59 0
1934 4 ,308 71 42 48 ,839 25 10 ,401 25  51  52 △ 1 　
1935 4 ,377 74 38 47 ,208 28 10 ,209 26  54  54   1 a
1936 4 ,481 78 33 55 ,661 33 12 ,202 31  65  65 0
1937 4 ,509 80 34 61 ,060 37 13 ,898 37  75  75 0
1938 4 ,521 82 36 66 ,109 38 16 ,081 41  80  77 3
1939 4 ,525 83 29 75 ,199 44 16 ,574 45  90  90 0
1940 4 ,530 84 28 85 ,449 54 18 ,063 58 113 113 0

























を大幅に下回る 7 万 9 千円弱にすぎず，払込
済出資金に至っては事業計画の約 1/3 の 3 万
3 千円弱であった。設立12年後の41年末でも














































組合名 農業 工業 商業 林業 水産業 俸給生活者 労働者 その他 総計 加入率（%）
広区域単営 110 ,667（59 .0）13 ,470（7 .2）32 ,745（17 .5）440（0 .2）3 ,510（ 1 .9）9 ,220（ 4 .9）6 ,466（3 .4）20 ,106（10 .7）187 ,625（100）
青森東青   3 ,099（32 .7）   551（5 .8） 1 ,603（10 .9） 4（ - ）1 ,360（14 .4）1 ,352（14 .3）  792（8 .4）   714（ 7 .5） 9 ,475 29
倉吉厚生   3 ,234（71 .5）    820（18 .1）    467（10 .3） 4 ,521 17






























































































































































































































































































































への出資金（8 万 5 千円），出資者への配分金（4
万 5 千 1 百円），役職員退任・退職手当など（5
万 5 千円），創立功労者・総代・評議員への記
念品代（1 万 1 千 5 百円），記念碑建立費（5 千
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